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１．はじめに
　最近、グローバル化・情報化の進展と呼応して、企業での業務拡大
が進む中で、アウトソーシング情報ビジネスが活発に行われている。
そこで、まず、アウトソーシング情報ビジネスの導入の状況を各種の
業種・業界について調査する。次に、アウトソーシング情報ビジネス
の導入の効果について分析し、その評価を行う。その結果、アウトソー
シングビジネスが、完全にうまく進展しているわけではない状況に言
及する。そして、現状でのアウトソーシング情報ビジネスの導入の問
題・課題を明確にする。それをもとに、解決・展開策を検討し、提案
する。
２．アウトソーシング情報ビジネスとは
　アウトソーシング（Outsourcing）とは、特定の業務を、社外の企業
へ依頼して外注する、ことを意味する。特に、情報通信分野ではじま
り、今では、この分野以外の多くの分野で行われている。アウトソー
シングは、1980年代後半から始まっており、その最初は、米国のコダッ
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ク社が自社のコンピュータシステムの運用管理をIBMへ一括依頼した
ことが、はじめといわれる。
３．アウトソーシング情報ビジネスの狙い
　アウトソーシング情報ビジネスの狙いについて、考えてみると、様々
な視点があり、また、狙いも変化・発展してきている。その狙いを目
的別にまとめてみる。
・　アウトソーシングする狙いは、自社の本業の業務に集中し、そう
でない支援的な業務を、専門の企業へ外注することで、効率を上げる
のが狙いであり、また、その業務にかかわっていた人材の効率化を図
ることができる、ことである。
・　さらに発展して、製造業務や簡単な業務のアウトソーシングの場
合は、安い賃金の企業に外注することで、安い商品を製作するのが狙
いになっている。特に、米国や日本などでは、途上国の台湾、中国の
企業へのアウトソーシングをするのは、この例である。
・　製造の場合は、需要によって製造する量が変動し、自社で製造し
た場合は、それに対応して製造の人員の増減を対応させるのは困難で
ある。このために、製造専門の企業へアウトソースすることで、この
問題を解決するのも1つの目的である。一方、アウトソーシングを受
ける製造専門の企業は、１社だけでなく、複数の企業から製造の外注
を委託することで、１社の製造量の変動を吸収して対応できるような
仕組みになっている。
・　さらに進んだ狙いとしては、専門的な知識を必要とする業務を、
自社にそのような専門家を育て、抱えるのでなく、その専門の企業に
外注することも行われるようになってきている。
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　このように、アウトソーシング情報ビジネスは当初の狙いから発展
して、企業のビジネスの実現の中で、より高度な形態へ移ってきてい
るといえる。
4．アウトソーシング情報ビジネスの事例
アウトソーシング情報ビジネスの事例について、具体的に見てみる。
４．１　コンピュー タ・通信装置の運用・保守：情報センター の運用・保守
　アウトソーシングは初めて実施されたのは、コンピュータ・通信装
置（コンピュータシステム）の運用・保守業務である。1980年代当初
までは、企業各社はコンピュータ・通信装置を購入して情報センター
として運用・保守を自社の社員によって行うのが通例であった。ほと
んどの業務は社員で行い、より高度な専門的作業はコンピュータ・通
信装置メーカに依頼することで実施していた。この運用・保守業務の
ために、専門の社員を抱える企業も沢山あった。しかし、この業務は、
その企業にとって、その企業の製品の企画・設計・製造などの直接業
務とかかわらない業務と位置づけされ、社員から敬遠され、本来業務
をやりながらこの業務をしている社員には、大きな負荷業務として問
題視されていた。また、この業務自身は、社員にとっては、特別な専
門職でないことから、効率面でも十分に職務を達成できないことが多
かった。このような背景から、自社のコンピュータ・通信装置の運用・
保守業務を外部の専門企業へ委託するようになった。
　さらに進んだ形式として、情報センターを自社で持つことをせず、
専門企業に情報センターを一括して移動させ、専門企業側で運用・保
守業務を行う形式へ進展している。これは、ネットワークの高速・広
帯域化が始まることで可能となり、2000年代になると開始している。
自社には、個人用のパソコン端末のみを所有して、他のコンピュータ・
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通信装置などのリソースはすべて、専門企業におかれる形式へ発展し
ている。最近では、多くの企業は、この形式のアウトソーシングを行
うようになってきている。→　サービスサイエンスへの発展
　さらなる発展形式として、自社企業は要求をのみ出し、それに対応
するコンピュータ・通信装置のハードウエアからソフトウエアを含め
て、保守を専門会社に依頼しており、専門企業からサービスを受ける
形式へと発展している。この専門企業は、アプリケーションサービス
プロバイダー（ASP）と呼ばれ、サービスサイエンスの誕生へと進ん
でいる。また、最近話題となっているSaaS（Software As A Service）、
クラウドコンピューティングへの兆しといえる。
4．２　コンピュータの製造・検査
　コンピュータや通信装置の運用・保守がアウトソーシングされるよ
うになった後、次に、コンピュータや通信装置メーカの業務の中のコ
ンピュータや通信装置の製造・検査業務のアウトソーシングが開始さ
れた。その最初は、米国のDell社がパソコンの設計までを自社で行い、
製造・検査を専門企業に依頼してパソコンを製作する方式をとりだし
た。製造現場を持たない製造という意味合いから、ファブレス（ファ
ブリケーション　レス）と呼ばれた。その当時の製造の専門企業は、
米国の企業が中心であったが、その後、労働単価の低い韓国、台湾や
中国などで製造する企業への外注形式へ発展し、現在は、これらの国々
での製造が一般的になっている。
4．３　コンピュータの設計から開発
　次に、コンピュータや通信装置の企画作業のみを自社で行い、それ
以降の設計から開発・製造・検査を専門企業へアウトソーシングする
企業も誕生してきている。電子機器装置の最重要なことは、製品の商
品企画が重要ということで、企画作業のみを自社で行い、それ以降の
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業務はすべて、外注で実施することで、よりコンパクトな企業形態で
ビジネスをするということを狙っている。特に、設計から開発・製造・
検査と下流工程になるほど人材が多く必要になることから、その業務
は外注して、最も上流工程の商品企画のみを自社で行うことでスリム
な企業体質を達成している。
4．４　コンピュータの企画
　さらに進展した形態として、自社では、商品イメージのみを作成し、
それ以降の商品企画を専門の企業に外注することも始まっている。特
に開発する商品の外見イメージが重要な商品の場合には、専門のデザ
イナーを育てている専門の企業へ外注することが行われる。たとえば、
携帯電話などは、外形デザインが商品の優劣を大きく左右することか
ら、デザイン会社へ外注することが多くなってきている。
4．５　給与計算業務
　企業での社員の給与計算業務は通常各企業の人事部門で行われてい
る。しかし、大企業になると、多くの子会社、孫会社が作られ、それ
らの会社でも同様な人事部門を持ち、各社の社員の給与計算業務を実
施するのが通常である。そこで、給与計算業務を行う専門の会社を作
り、親会社から子会社、孫会社を含めてすべての会社の給与計算業務
をその専門の会社へアウトソースするようになっていった。それに
よって、人的にも経費的にも効率化され、会社全体で効率化されるよ
うになった。給与計算業務のアウトソースは最初は１つの大きなグ
ループ会社の中で始まったが、やがては、１つのグループ会社にとど
まらず、別のグループ会社の給与計算業務のアウトソースを引き受け
るように発展してきている。給与計算業務を専門にする企業に外注す
ることで、効率化され、経費的にも、また、自社の人件費などでもトー
タルで効率が上がると考えられている。
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4．６　経理業務
　企業の経理業務は経理の専門知識を必要とする。通常は、自社に経
理部門を設置し、経理の専門要員を配置する。このとき、経理の専門
要員を育成し、かつ、活用することは重要であると同時に大変な労力
を必要としている。大きい企業の場合は可能であるとしても、中小企
業では、なかなか容易でない。このため、自社の経理業務は、専門の
経理会社へアウトソーシングすることが増加している。自社で教育し、
育成するよりも、必要に応じて、専門の会社に外注するほうが経済的
に効率的であることから、アウトソーシングがされるようになってき
た。
4．７　求人採用業務
　新卒や中途を含めた求人採用業務は、通常、各社の人事部門で実施
している。給与計算業務と同様に、大手の会社の場合は、本社の人事
部門で本社の求人採用業務を行い、子会社では自社の求人採用業務を
自社で行い、さらに、孫会社でも自社の求人採用業務を行う形へ拡大
している。そこで、求人採用業務を専門に行う会社を設立し、親会社
から、子会社、孫会社のすべての求人採用業務を引き受け、アウトソー
スをする形態へ進んでいる。それによって、１つのグループ会社全体
では、経費的に効率化され、業務的にも専門人によって業務がなされ
ることから、能率化されるようになり、大きなメリットから、アウト
ソースするようになっている。
　求人採用業務も、はじめの頃は１つのグループ会社を対象にしてい
たが、やがては、他のグループ会社の求人採用業務からのアウトソー
スを引き受けるようになり、広く拡大してきている。特に、求人専門
会社はこのアウトソースビジネスを活発に実施しており、広い企業を
対象に、中小の企業から大手の企業まで幅広くアウトソースを引き受
け、ビジネスとしているのが現状である。
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4．８　商品サポート業務（コールセンター業務）
　企業がパソコン、プリンター、携帯電話、FAX、家電などの商品を
販売した後、顧客からの購入した商品に関する問い合わせ、クレーム、
サポート支援などが発生する。
　このため、企業は電話での問い合わせ、クレーム、サポート支援な
どに対応するために、各社は商品サポート業務を行っており、コール
センターと呼ばれている。当初は、各社は自社内に自前でこのコール
センターを設け、人材を配置して運営していた。
　しかし、自社内の人材で運用するよりも、安い賃金でこの業務をで
きる企業へアウトソースすることで、経費的な効率化を達成している。
コールセンター業務は電話での対応のためどこで業務を行っても可能
ということから、特に、地方での人材を活用した企業へのアウトソー
シングをすることで、コールセンター業務の経費効率化を実現してい
る。さらに進んで、日本国内の企業でなく、賃金の安い海外の企業に
アウトソースするケースも実現されてきている。海外の企業へのアウ
トソーシングは、単に費用が安くなるだけでなく、日本との時差を活
用して、日本では困難な時間帯のコールセンター業務を行うことが可
能となり、より広く実施されるようになってきている。
4．９　商品配送業務
　通信販売やカタログ販売が増加している。通信販売やカタログ販売
企業では、通信販売やカタログ販売で購入された商品を顧客へ配送す
る業務が行われる。当初は各社が自社内に商品配送業務部門を設け、
その部門で商品配送業務を行っていた。通信販売やカタログ販売業者
が増加するにつれて、商品配送業務を専門にする企業が生まれ、通信
販売やカタログ販売業者は自社で行っていた商品配送業務を専門の企
業へアウトソーシングするようになっていった。
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　商品配送業務の専門企業は、当初は、１社からの商配送業務を行う
ことから始め、徐々に複数の企業からの配送業務を引き受けるように
なり、多数の企業を対象とすることで、配送業務を効率化することが
でき、配送業務の費用を低減できるようになった。
4．10　海外部品調達業務
　コンピュータや通信装置を製作する場合には、多くの部品を準備す
る必要がある。これらは、自社で製造することも考えられるが、より
安いものが入手できる場合は、社外から購入することが進められてい
る。このとき、最近では、賃金単価の安い海外の部品製造企業から調
達することが増えてきている。この調達業務は、海外部品に関する情
報や調達の経験などが必要であることから、調達専門の企業へ外注す
ることが頻繁に行われてきている。
4．11　福利厚生業務
　自社の社員に対する福利厚生業務は、はじめは、自社に専門部隊を
抱えて実施していた。福利厚生業務は、医療・健康、住宅、育児・介
護支援、資産形成（財形貯蓄など）、レジャ （ー保養所、クラブ活動など）
など、多岐に渡っており、自社で対応するのは効率的でないというこ
とから、専門の企業へ外注することが増加してきている。
５．アウトソーシングの問題・課題
　前章までは、アウトソーシングについて、実際の事例、狙い、目的・
効果を中心に述べてきた。アウトソーシングの良い面が具現化された
といえる。しかし、他方で、アウトソーシングが進展するにつれて、
すべて問題なく実施されているわけでなく、多くの問題を持ちながら、
実施されてきているのが現状と言える。本章では、アウトソーシング
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の問題・課題について論じる。
５．１　外注先で業務が滞る場合
　コンピュータ・通信装置の運用・保守業務にしても、製造業務にし
ても、外注した業務の進捗はすべて外注先でコントロールされ、自社
からは離れる形式になる。したがって、外注した業務の進捗が遅れて
も、すべて外注先企業側でしか見えず、外注した企業側には情報が流
れなくなる。このために、外注した品物の納期が遅れることで、それ
以降の業務に影響が生じることが発生する。
　特に、業務の上流工程の業務、例えば、コンピュータ・通信装置の
設計業務の場合、アウトソーシング元の企業から装置の仕様を外注先
へ渡して、外注先はその仕様を元に設計業務する場合などである。こ
の時には、仕様の情報が正確に伝わらなかったり、設計業務を実際に
行って初めてスケジュールが高い精度で決まってくる場合がありう
る。このような場合は、業務の日程に遅れが生じることが起こりうる。
また、場合によっては、途中で仕様を変更せざるをえなくなる場合は、
納期に遅滞が生じるケースが出てくる。
　少しの遅滞で済む場合はまだ良いが、例えば設計業務をアウトソー
シングした場合などでは、外注先の技術者の能力不足や人材不足など
で、大幅に遅れたり、場合によっては、設計業務をギブアップするよ
うな場合も起こりうる。このような場合は、大きなリスクを生むこと
につながる。
５．２　外注先が倒産する場合
　長期間にわたった業務を外注すると、外注先との間の関係が長期に
続くことになる。この場合は、外注先との信頼関係が重要になるが、
資金面や人材面で外注先に問題が生じ、場合によっては倒産に至る
ケースもある。このような場合は、外注業務を停止せざるをえなくな
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り、ほかの外注先を探さねばならないことが発生する。特に、海外企
業への外注を行った場合などでは注意が必要で、外注でしばしば起こ
る問題の１つである。
５．３　外注した業務が正確に外注先に伝わらない場合
　外注業務でも若干触れたが、外注するときには、外注業務の内容を
外注先へ伝えなければならない。通常は、外注業務の仕様書を作成し
て、それを元に外注するのが通常である。しかしながら、仕様書とい
う文書ではすべての業務内容を詳細に記載することは困難なこともあ
り、完全にかつ正確に業務内容を仕様書レベルで伝えるのは容易でな
いことがある。特に、上流工程の業務、例えば、装置の設計業務では、
詳細な仕様を作成することが困難な場合が起こり、外注先での製作物
に不備が生じることが発生する。
５．４　外注価格が、外注先に左右されて決定される場合
　外注費用は、外注先との間で、外注業務の質・量を元に交渉の上決
定されるのが通常である。外注先が複数社ある場合は、各社に問い合
わせ、外注先の実績やスキルなどを考慮の上、価格を元に外注先を決
定している。外注業務がある期間続くと、外注元と外注先との関係が
強まっていくことになり、外注価格の交渉では、外注先が強みを持つ
ようになっていく。このため、外注業務の価格が、外注先でコントロー
ルされるようなってくる。これは、外注先が業務の実績や業務の経験
を蓄積していき、その結果、外注先の力が徐々に強まり、外注元がそ
の外注先へしかその業務は外注できなくなってしまう関係ができてく
るためである。
５．５　機密情報の漏えいの心配が起こる場合
　業務を外注すると、業務に関する情報が外注先で扱われることにな
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る。コンピュータの運用・保守業務では、コンピュータに保存してい
る情報に外注先の人材が関与する。製造業務を外注すると、製品の技
術情報を仕様書とともに外注先へ渡すことになり、各種の情報を外注
先が認知・管理することになる。給与計算業務、経理業務を外注する
と、自社の人事情報や経営情報を含めて外注先へ渡すことになってい
く。このように、いずれの外注業務でも何らかの情報・データが外注
先へ渡ることになり、情報が漏えいする危険性が出てくることになる。
５．６　外注業務を行っていた人材の活用・処遇
　自社にて実施していた業務を社外の企業へ外注すると、今まで担当
していた社内の人材の活用・処遇が問題として発生する。自社の業務
を社外へ外注する１つの狙いは、その業務を担当している人材を効率
化することにあった。このため、社内で人材を必要としている部門へ
の配置転換を行っていくのが１つの方策である。さらには、社内で新
しい業務を開拓し、その業務へ異動させていくことも考えられる。
６．課題への対応
　前章では、アウトソーシングを実施した場合に発生する可能性のあ
る課題について言及した。本章ではこれらの課題についての対応・解
決策を提起する。
６．１　外注先で業務が滞る場合
　外注先での業務は、外注先の人材によって、必要に応じて外注先の
設備・施設などを使用して実施される。このとき、外注業務が滞る原
因になるのは、人材不足と外注作業の進捗管理がしっかりと行ってい
ないことで生じる。このような原因による業務の滞りが起こらぬよう
にするには、外注先との頻繁な進捗状況の確認、業務遂行上での問題
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がないかを、チェックする体制が必要になる。
　そして、このような状況が発覚した場合は、速やかに対応を取るよ
うに外注先へ依頼することである。よくある問題は、業務の推進状況
をつかんでいなかったために、外注業務の納期寸前でこのような問題
が発覚して、対応が後手に回ってしまうことがある。厳として、この
ようなケースを避けるように、日頃から、外注先とのコミュニケーショ
ンを行うことが、業務の遅滞の問題を起こさせないための秘訣である。
　商品サポート業務などの外注のケースでは、顧客から業務がしっか
りと行われていないというクレームが起こる場合がある。このような
場合は、外注先での業務担当者が十分でなく不足していることで生じ
る問題である。このような場合は、外注先と検討して担当者を増やす
などの対策を早期に行うことが求められる。
６．２　外注先が倒産する場合
　外注先が、たまに、倒産する場合が起こる。運転資金面や人材面で
行き詰まり、このような事態に陥ることが多い。このような場合が発
生しないように、外注先とは頻繁に業務の推進状況を打ち合わせ、ま
た、長期的に業務を継続できる状況かを外注先と話すことが重要であ
る。そして、もしこのような状況が起こる可能性が出た場合は、早く
状況をつかみ、外注先を変更するための準備に早急に対応してゆくこ
とである。このような不測の事態が起こりうることを念頭に置き、一
般には、外注先を１社だけにせず、複数社にして、日頃から危険分散
しておくことも重要な対応である。
６．３　外注した業務が正確に外注先に伝わらない場合
　外注するときには、外注業務を外注先へ伝える。通常は、外注業務
の仕様書を作成して、それを元に外注するのが通常である。仕様書レ
ベルで業務内容を完全に外注先へ伝えるのは困難な場合がある。特に
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複雑な業務の場合は困難が生じる。このためには、単に仕様書を外注
先に渡すのでなく、外注業務について、仕様書に基づいて詳細に説明
し、外注先の理解が行くまで徹底的に行うことが重要である。製造業
務、設計業務を外注する場合には、業務が高度になり専門的な知識を
必要とする場合が発生する。このような場合には、専門的な技術情報、
解説情報などを含めて外注先へ提供して、仕様書の理解を高めるよう
な対策が必要になる。さらに、設計業務の外注の場合には、単に仕様
書レベルの内容だけでは業務を決定できない場合も発生するが、この
ような場合を想定して、外注を委託中に外注先と定期的に仕様書内容
の確認作業を行い、外注したときの要求仕様に合った設計業務が進展
しているかを確認していくことが重要である。
６．４　外注価格が、外注先に左右されて決定される場合
　外注価格は、外注先との間で、外注業務の質・量を元に交渉の上決
定されるのが通常である。外注先が複数社ある場合は、各社に問い合
わせ、外注先の実績やスキルなどを考慮の上、価格を元に外注先を決
定している。しかし、外注業務を長期間にわたって依頼してくると、
その外注先が外注業務に関する専門知識を備えるようになり、また、
その専門家が育つようになる。このような状況下で外注価格を交渉す
る場合に、外注先側が有利になっていき、外注先に左右される。そこ
で、外注先を１社にせずに、常に複数社へ外注する形態を維持し、常
に競争原理が働く状況を作っておくことが重要になる。特に、専門的
な知識を必要とする上流工程の業務を外注する場合には、この傾向が
強くなりがちであり、特に、この体制を作っておくことが重要である。
６．５　機密情報の漏えいの心配が起こる場合
　業務を他社へ外注するとき、多くの情報、データ、技術情報などが
ともに外注先へ渡される。提供した情報の中には多くの機密にかかわ
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る情報が入っている場合が多々ある。これらの情報の漏えいを避ける
方策として、
１） 情報へのアクセスを特定の人材しか物理的にできないようにす
る、
２） 情報をブラックボックス化して、一般には見えないようにする、
３） 情報は、直接、外注先へ渡さず、自社側で管理し、外注先からは、
ネットワークでアクセスして利用する、環境を整える、などを
検討して、対策しておくことが重要である。
６．６　外注業務を行っていた人材の活用・処遇
　自社で実施していた業務を社外の企業へ外注すると、今まで担当し
ていた社内の人材の活用が問題として発生する。１つは、社内で人材
を必要としている部門へ異動させる。また、新たな事業を開拓して、
その業務を行わせる。これらを成功裏に、スムーズに実施するために
は、そのための社内教育や社内研修などを徹底的に行うことが重要で
ある。
７．むすび
　アウトソーシング情報ビジネスの現状、効果および課題について述
べ、起こりうる課題についての対策を提起した。企業活動において、
アウトソーシングを実施することはすでに述べたような課題・リスク
はあるものの、企業のビジネスを効率よく行う上で有用な方策である
ことは明らかである。一方、すでに論じたように、アウトソーシング
には課題・リスクが発生する可能性があることも事実であり、これら
の課題・リスクが発生する可能性があることを念頭にアウトソーシン
グビジネスを展開することが肝要であると考えられる。
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